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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議設置要綱 

 

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 １ 日 

大 臣 官 房 長 決 定 

平成２９年５月１０日改訂 

平成３０年５月１８日改訂 

令 和 元 年 ６ 月 ４ 日 改 訂 

令 和 ２ 年 ９ 月 １ 日 改 訂 

令和３年１月２６日最終改訂 

 

 

１ 趣旨 

   近年の社会変化に対応するため，今後の学校施設の在り方及び指針の策定に関す

る調査研究を行う。 

 

 

２ 調査研究事項 

 （１）今後の学校施設の在り方について 

 （２）学校施設整備指針の策定について 

 （３）その他 

 

 

３ 実施方法 

 （１）別紙の学識経験者等の協力を得て，２に掲げる事項について調査研究を行う。 

 （２）本協力者会議に主査及び副主査を置き，事務局が委嘱する 

 （３）本協力者会議の下に，部会を置くことができる。 

 （４）必要に応じ，（１）の学識経験者等以外の関係者にも協力を求めることができる。 

 

 

４ 実施期間 

  平成２９年２月１日から令和３年３月３１日 

 

 

５ その他 

 （１）本協力者会議に関する庶務は，大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において

処理する。 

 （２）その他本協力者会議の運営に関する事項は，必要に応じ別途定める。 
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（別紙） 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議委員 

 

氏  名 職    名 

天 笠  茂 千葉大学教育学部特任教授 

五十嵐 智 浩 公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会参与 

伊 藤 俊 介 東京電機大学システムデザイン工学部教授 

岩 井 雄 一 全国特別支援教育推進連盟副理事長 

上 野  淳 東京都立大学学長 

織 田 克 彦 千葉県教育庁教育振興部学習指導課高等学校指導室指導主事 

片 田 敏 孝 東京大学大学院情報学環特任教授 

加 茂 紀和子 名古屋工業大学大学院工学研究科教授 

後 藤 ひとみ 愛知教育大学特別執行役 

古 俣 和 明 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室課長（計画推進担当） 

斎 尾 直 子 東京工業大学環境・社会理工学院建築学系准教授  

志 村 秀 明 芝浦工業大学建築学部教授 

高 際 伊都子 渋谷教育学園渋谷中学高等学校副校長 

田 原 優 子 佐賀県多久市教育委員会教育長 

長 澤  悟 東洋大学名誉教授 

中 埜 良 昭 東京大学生産技術研究所教授 

野 中 陽 一 横浜国立大学大学院教育学研究科教授 

樋 口 直 宏 筑波大学人間系教育学域教授 

山 重 慎 二 一橋大学大学院経済学研究科教授 

山 下 文 一 松蔭大学コミュニケーション文化学部子ども学科学科長・教授 

吉 田 信 解 埼玉県本庄市市長 

（以上２１名，五十音順，敬称略） 

 

 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議特別協力者 

 

氏  名 職    名 

丹 沢 広 行 国立教育政策研究所文教施設研究センター長 

（以上１名，五十音順，敬称略） 
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

高等学校施設部会の設置について 

 

 

令和元年６月１２日 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議決定 

令和２年３月１１日改訂 

令和２年９月１６日最終改訂 

 

今後の高等学校施設の在り方及び高等学校施設整備指針の改訂について，具体的・専

門的な検討を行うため，「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」（以下「協力

者会議」という。）に以下のとおり，高等学校施設部会（以下「部会」という。）を設置

する。 

 

１．検討事項 

（１）今後の高等学校施設の在り方について 

（２）高等学校施設整備指針の改訂案について 

（３）その他 

 

２．実施方法 

部会は，別紙の学識経験者等により構成する。なお，必要に応じ，他の学識経験者等

にも協力を求めることができる。 

 

３．実施期間 

令和元年６月１２日から令和３年３月３１日までとする。 

 

４．協力者会議への報告 

部会は，検討状況を適宜，協力者会議へ報告するものとする。 

 

５．その他 

部会に関する庶務は，大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において処理する。 
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（ 別 紙 ） 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

高等学校施設部会委員 

 

氏 名 職 名 

伊 藤 俊 介 東京電機大学システムデザイン工学部教授 

岩 井 雄 一 全国特別支援教育推進連盟副理事長 

織 田 克 彦 千葉県教育庁教育振興部学習指導課高等学校指導室指導主事 

加 茂 紀和子 名古屋工業大学大学院工学研究科教授 

北 村 公 一  横浜創英大学学長 

柴 田  功 神奈川県立川崎北高等学校校長 

高 際 伊都子 渋谷教育学園渋谷中学高等学校副校長 

多々納 雄 二 島根県教育庁教育指導課長 

長 澤  悟 東洋大学名誉教授 

牧 田 和 樹 一般社団法人全国高等学校 PTA 連合会顧問 

山 口 直 人 愛知県立愛知総合工科高等学校校長 

𠮷 田  宏 広島県教育委員会事務局管理部施設課長 

（以上１２名，五十音順，敬称略） 

 

高等学校施設部会特別協力者 

 

氏 名 職 名 

丹 沢 広 行 国立教育政策研究所文教施設研究センター長 

（以上１名，敬称略） 
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「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」 
検討の経緯 

 

 

【調査研究協力者会議（第８回）】 

【高等学校施設部会（第１回）】 

 令和元年６月１２日     今後の高等学校施設の在り方について 等 
 

 

 

【現地調査①】 

 令和元年７月～８月      
 

 

【高等学校施設部会（第２回）】 

 令和元年９月３０日      現地調査報告、基本方針の検討 等 
 

 

【現地調査②】 

 令和元年９月  
 

 

【高等学校施設部会（第３回）】 

 令和２年１月３１日      現地調査報告、基本方針の検討 等 
 

 

【調査研究協力者会議（第９回）】 

 令和２年３月１１日      基本方針の検討 等 
 

 

【高等学校施設部会（第４回）】 

 令和２年１２月２２日     報告書構成案の検討 等 
 

 

【高等学校施設部会（第５回）】 

 令和３年１月１４日      報告書報告素案の検討 等 
 

 

【調査研究協力者会議（第１０回）】 

 令和３年１月２７日      報告書報告素案の検討 等 
 

 

【高等学校施設部会（第６回）】 

 令和３年２月２４日      報告書案の検討 等 
 

 

【調査研究協力者会議（第１１回）】 

 令和３年３月２５日      報告書とりまとめ 


